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相続分の指定および包括遺贈がされた場合の遺言執行者の職務権限

事実の概要

　Ａには夫ＢおよびＡＢ間の子ＺとＣがいる。Ｂ
は平成 20 年に死亡し、その相続人はＡ・Ｚ・Ｃ
であったが、Ｃは相続を放棄した。そのため、Ｂ
の相続財産である土地（本件土地）は、Ａおよび
Ｚが各 2 分の 1 の割合で共同相続した。Ｚは、
平成 23 年 1 月、Ｂの相続に関してＡとＺとの間
でＺが本件土地を取得すること等を内容とする遺
産分割協議が成立した旨の遺産分割協議書を利用
して、本件土地につき、Ｚに対する所有権移転登
記をした。しかし、右遺産分割協議は、Ａの意思
に基づかずにされた無効なものであった。
　Ａは、平成 21 年 7 月に、Ａの一切の財産を、
Ｃに 2分の 1 の割合で相続させるとともに、Ｃ
の子Ｄに 3分の 1の割合で遺贈し、Ｚの子Ｅに 6
分の 1の割合で遺贈するとの公正証書遺言（本件
遺言）をした。Ａは平成 23 年 2 月に死亡し、そ
の相続人はＺおよびＣであった。Ｅは、Ａの死亡
後、本件遺言に係る遺贈を放棄した。また、本件
遺言の遺言執行者として、Ｘが選任された。
　Ｚは、平成 23 年 6 月、本件土地をＹ１、Ｙ２お
よびＹ３に売り渡す旨の売買契約（本件売買契約）
を締結し、同年 8月、Ｙらに対する所有権移転
登記（本件登記）がなされた。
　Ｘは、本件土地はＡの相続財産であり、本件土
地につきＡの遺言内容に反する登記がされている
等と主張して、Ｙらに対し、本件登記の抹消登記
手続等を求めた。第一審はＸの請求を棄却したが、
原審は、Ｘの原告適格を認めた上で、Ａの相続財
産にあたる持分 2分の 1（本件相続持分）の処分

行為は、平成 30 年法律第 72 号（改正法）による
改正前の民法 1013 条により無効であるとして、
本件相続持分に関する部分の一部抹消（更正）登
記手続を求める限度でＸの請求を認容した。そこ
でＹらが上告した。

判決の要旨

　１　検討の前提
　本判決は、「遺言執行者は、遺言の執行に必要
な一切の行為をする権利義務を有し、遺言の執行
に必要な場合には、遺言の内容に反する不動産登
記の抹消登記手続を求める訴えを提起することが
できる」と述べた上で、本件では、遺言執行者Ｘ
が「本件登記の抹消登記手続を求める訴えの原告
適格を有するか否かが問題となるところ」、本件
遺言の趣旨は、「Ａの相続財産の 3分の 1をＤに、
6分の 1をＥにそれぞれ包括遺贈し、共同相続人
であるＣの相続分をその余の相続財産（相続財産
の 2分の 1）と指定するものである」と解した。
そこで、本件では、遺言の各部分につき「Ｘが本
件登記の抹消登記手続を求める訴えの原告適格を
有することの根拠となるものであるか」が検討対
象となった。
　２　Ｃへの相続分指定について
　本判決は、相続分の指定につき、「共同相続人
が相続開始の時から各自の相続分の割合で相続財
産を共有し、遺産分割により相続財産に属する
個々の財産の帰属が確定されることになるという
点に何ら変わりはない。また、相続分の指定を受
けた共同相続人は、相続財産である不動産につい
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て、不動産登記法 63 条 2 項に基づき、単独で指
定相続分に応じた持分の移転登記手続をすること
ができるし、改正法の施行日前に開始した相続に
ついては、上記共同相続人は、その指定相続分に
応じた不動産持分の取得を登記なくして第三者に
対抗することができるから……遺言執行者をして
速やかに上記共同相続人に上記不動産持分の移転
登記を取得させる必要があるともいえない」と判
示した。それゆえ、本件土地につき共同相続人に
対してその指定相続分に応じた持分の移転登記を
取得させることは、遺言の執行に必要な行為とは
いえず、遺言執行者の職務権限に属しないものと
判断された。したがって、本件登記の抹消登記手
続を求めることは遺言執行者の職務権限に属する
ものではなく、遺言執行者は、抹消登記手続を求
める訴えの原告適格を有しないとされた。
　３　Ｄへの包括遺贈について
　本判決は、「不動産又はその持分を遺贈する旨
の遺言がされた場合において、上記不動産につき、
上記の遺贈が効力を生じてからその執行がされる
までの間に受遺者以外の者に対する所有権移転登
記がされたときは、遺言執行者は、上記登記の抹
消登記手続又は上記持分に関する部分の一部抹消
（更正）登記手続を求める訴えの原告適格を有す
る」と解した。そして、「相続財産の全部又は一
部を包括遺贈する旨の遺言がされた場合について
も、これと同様に解することができる」とした。
それゆえ、「相続財産の全部又は一部を包括遺贈
する旨の遺言がされた場合において、遺言執行者
は、上記の包括遺贈が効力を生じてからその執行
がされるまでの間に包括受遺者以外の者に対する
所有権移転登記がされた不動産について、上記登
記のうち上記不動産が相続財産であるとすれば包
括受遺者が受けるべき持分に関する部分の抹消登
記手続又は一部抹消（更正）登記手続を求める訴
えの原告適格を有する」と判断された。
　４　Ｅへの包括遺贈について
　本判決は、Ｅへの包括遺贈は「Ｅの放棄によっ
てその効力を失ったもの」と解し、当該包括遺贈
について遺言執行の余地はなく、Ｘは、本件登記
の抹消登記手続を求める訴えの原告適格を有する
ものではないとした。
　もっとも、本判決は、Ｅが受けるべきであった
本件土地の持分の全部又は一部が包括受遺者であ
るＤに帰属すると解されるのであれば、直ちに遺

言執行の余地がないとはいえないとした上で、遺
贈が放棄された場合の帰属先について検討した。
すなわち、「包括受遺者は、相続人と同一の権利
義務を有する……ものの、相続人ではな」く、民
法 995 条本文は、「受遺者が受けるべきであった
ものが相続人と上記受遺者以外の包括受遺者との
いずれに帰属するかが問題となる場面において、
これが『相続人』に帰属する旨を定めた規定であ
り、その文理に照らして、包括受遺者は同条の『相
続人』には含まれないと解される」とする。この
ことから、複数の包括遺贈のうちの一つが放棄に
よってその効力を失った場合、遺言者による別段
の意思表示がある場合を除き、「効力を有しない
包括遺贈につき包括受遺者が受けるべきであった
ものは、他の包括受遺者には帰属せず、相続人に
帰属する」と判断した。
　本件では、Ｅの放棄により効力を失った包括遺
贈について、Ａによる別段の意思表示はうかがわ
れず、Ｅが受けるべきであった本件土地の持分は、
Ａの相続人に帰属することとなると判断し、した
がって、Ｘが、Ｄへの上記持分の帰属を根拠とし
て、本件登記の抹消登記手続を求める訴えの原告
適格を有するとはいえないとした。

判例の解説

　一　本判決の意義
　本件は、遺言により相続分の指定と包括遺贈と
が行われているところ、相続財産の一部である本
件土地に係るＹらへの所有権移転登記は本件遺言
の内容に反する等として、遺言執行者Ｘが本件登
記の抹消登記手続等を求めたものである。
　遺言執行者は、遺言の内容を実現するために必
要な事務処理を行う者である。遺言執行者に関す
る民法の規定は、平成 30 年に成立した改正法に
より一部改正されているが、本件は右改正前に開
始した相続が問題となっており、以下、改正前の
規定に基づいて検討する１）。
　遺言執行者は、相続財産の管理その他遺言の執
行に必要な一切の行為をする権利義務を有してお
り、その反面、遺言執行者がある場合には、相続
人は、相続財産の処分その他遺言の執行を妨げる
べき行為をすることができない（民法 1012 条 1項、
1013 条）。これに反して相続人が行った処分行為
は無効とされている２）。こうした遺言執行者の訴
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訟上の地位については、法定訴訟担当者であると
解されてきた３）。もっとも、遺言執行者が求める
あるいは遺言執行者に対して求められる行為が遺
言の執行という職務権限の範囲を超える場合に
は、遺言執行者の法定訴訟担当としての当事者適
格は否定される。すなわち、遺言執行者の当事者
適格は、遺言の執行に必要な行為として遺言執行
者の職務権限の範囲内にあるか否かによる。
　遺言執行者の職務権限につき、認知や推定相続
人の廃除のように遺言執行者による執行を要する
事項もあるものの、各種遺言事項において何が遺
言執行者の職務にあたるかは条文において明らか
ではなく、職務権限の具体的な内容は解釈に委ね
られてきた。とりわけ不動産登記に係る遺言執行
者の職務権限や当事者適格をめぐっては、本判決
でも最判昭 51・7・19（民集 30 巻 7 号 706 頁）ほ
か 4件が引用されているように多くの争いがみ
られるが、総じて判例は、遺言に関わる権利義務
の処理を必ずしも遺言執行者に集中させてはこな
かった４）。
　本判決は、従来明らかにされていなかった相続
分の指定および包括遺贈がある場合における遺言
執行者の職務権限について最高裁として判断を
示した点に意義がある５）。さらに、包括遺贈が放
棄された場合に、当該遺贈の帰属先について民法
995 条の解釈を示した点でも注目される６）。

　二　相続分の指定と遺言執行者
　相続分の指定につき、通説は、遺言の効力発生
と同時に当然に法定相続分が変更されることによ
り実現するから、原則として遺言執行の余地はな
いと解してきた７）。他方で、財産の移転に伴う事
務が存在するとして遺言執行者の介入を認める見
解もある８）。こうした中で、本判決は、①指定相
続分に応じて遺産が共有され、遺産分割によって
帰属が確定すること、②相続人自身が単独で指定
相続分に応じた移転登記手続が可能なこと、③指
定相続分に応じた不動産持分の取得を登記なくし
て第三者に対抗できること９）を挙げ、指定相続
分に応じた移転登記は遺言の執行に必要な行為で
はなく、遺言執行者の権限範囲外であると判断し
た。したがって、相続分の指定を受けた相続人自
身が抹消登記手続を求めるべきことになる。
　もっとも、いわゆる「相続させる」旨の遺言に
ついての従来の判例 10）によれば、他の相続人に

所有権移転登記がなされる等、遺言の実現が妨害
される状態が生じたときに、遺言執行者はその妨
害を排除するために、当該所有権移転登記の抹消
登記手続を求めることができる。相続分の指定も
「相続させる」旨の遺言も相続による財産承継で
あるが、遺言執行者の権限範囲の判断が分かれて
いる。両者は、相続分の指定は上記①のように遺
産分割を経なければ遺産の帰属先が定まらないの
に対し、「相続させる」旨の遺言は遺産分割を経
ずに遺産の帰属先が確定するという点で差異があ
る。本判決はこうした違いをもって、相続分の指
定につき、「相続させる」旨の遺言とは異なる結
論を導いたと考えられる 11）。本判決は、従来の
通説に沿い、相続分の指定は遺産分割までを遺言
執行者に委ねるものではなく、相続分の指定それ
自体は遺言の効力発生により実現されており、遺
言執行者は遺言内容を実現する者である以上、権
限を有さないと捉えているように思われる。

　三　包括遺贈と遺言執行者
　遺贈については、一般に、遺言執行者は受遺者
に遺贈の目的たる物ないし権利を完全に移転させ
るため、対抗要件の具備や引渡しをしなければな
らないと解されてきた 12）。判例は、特定遺贈が
なされた事案において、受遺者が遺贈の目的たる
不動産の所有権移転登記を求める場合には遺言執
行者が被告適格を有するとし 13）、さらに、遺贈
の目的たる不動産につき相続人により相続登記が
経由された場合に、遺言執行者が当該相続人に対
して登記の抹消請求をすることを認めている 14）。
本判決は、これを前提として包括遺贈（詳細には
割合的包括遺贈）についても同様とした 15）。
　割合的包括遺贈につき、裁判例では、受遺者は
相続開始と同時に相続財産について権利を取得
し、相続人との間ですべての相続財産について共
有関係になり、遺産分割をもって遺産の帰属先が
定まることから、遺言執行者が遺言の執行をする
余地はないと解するものもある 16）。これに対し、
本判決は、割合的包括遺贈は相続開始時の権利取
得で実現されるわけではなく、具体的な財産の帰
属先の決定とその対抗要件の具備までをもって遺
言執行者の職務範囲と捉えているように思われ
る。こうした扱いは、相続分の指定がある場合（上
記二）と異なるが、その背景には、遺贈に係る登
記が共同申請であることおよび遺贈を理由とする
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不動産所有権の移転を第三者に対抗するためには
登記を要する 17）という差異が考えられる。

　四　包括遺贈の放棄と帰属
　遺贈が放棄された場合、当該遺贈は効力を失う
ことになる。遺言執行者は、そうした遺贈をもは
や実現する必要は無く、当該遺贈は遺言執行の対
象とならないと解される 18）。他方で、放棄され
た遺贈が他の包括受遺者に帰属しうるのであれ
ば、なお遺言執行の余地がある。
　民法 995 条本文によれば、遺贈が放棄によっ
て効力を失った場合、受遺者が受けるべきであっ
たものは、相続人に帰属する。ここにいう「相続
人」に包括受遺者（民法 990 条）が含まれるか否
かが問題となるところ、学説は、含まれるとする
説 19）と含まれないとする説 20）とに分かれる。後
者の説は、受遺者間での持分の増加を認めないと
する立法者意思を根拠に挙げる 21）。
　本判決は、包括受遺者が相続人と区別されるこ
とを指摘し 22）、文理解釈のもとで民法 995 条に
おける相続人に包括受遺者は含まれないとした。
また、同条は放棄された遺贈の帰属先が受遺者と
本来の相続人との間で問題となる場面について規
定している旨を述べており、上記の立法者意思に
沿うものといえる 23）。したがって、放棄された
遺贈は相続人に帰属するから、別段の意思表示が
ある場合を除き、遺言執行者の職務権限外と解さ
れるだろう。

　五　おわりに
　本判決は、遺言執行者の職務権限の範囲につき、
遺言内容の実現に重きを置くようにみえる。すな
わち、相続分の指定は相続開始とともに実現され
る一方で、割合的包括遺贈は具体的な財産の取得
をもって実現されると解され、遺言執行者の職務
範囲はこうした遺言の内容を実現する範囲にとど
まる。こうした判断は、改正法による改正後の遺
言執行者の位置づけ（新 1012 条 1項）に合致する
ように思われる。
　他方で、改正後は民法899条の2の新設により、
対抗要件の具備の重要性が増している。このこと
を踏まえれば、本判決に関連しては、相続分の指
定がある場合につき、遺産分割それ自体は遺言執
行者の権限外であるとしても、指定相続分に従っ
た遺産分割を将来的に保障することも遺言執行者

の権限と捉え、対抗要件の具備を遺言執行者に委
ねるとの解釈もありえよう 24）。

●――注
１）条文は、特段の表記が無い限り、改正前を指す。
２）最判昭 62・4・23 民集 41 巻 3号 474 頁。
３）訴訟法の観点から従来の議論を整理するものとして、
潮見佳男編『新注釈民法 (19)〔第 2版〕』（有斐閣、2023
年）826 頁以下［中島弘雅＝杉本和士］参照。
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